


（別添１） 

内閣府への要請事項 

 原子力防災対策については、万が一の原子力災害に備えて、一般住民及び要

支援者が迅速かつ安全に避難できるような対策を、引き続き国が前面に立って

調整・支援していただきたい。 

 

  



 

（別添２） 

 

 

 

 

周辺自治体からの意見 



























（別 紙） 

 

 

 

 

中国電力への回答（平成29年７月11日） 

 





（別添１） 

中国電力への要請事項 

１. 住民の安全確保及び環境の保全を図ることを最優先に、関係法令及び安全

協定等を遵守し、廃止措置を適切に実施すること。 

２. 島根県、松江市、出雲市、安来市、雲南市、鳥取県、米子市及び境港市（以

下「関係自治体」という。）などに対して、引き続き、丁寧な情報提供を行

うこと。 

３. 使用済燃料の全量搬出・譲渡しの適切な実施について、引き続き具体的な

検討を進めること。 

４. 廃止措置に伴い発生する放射性廃棄物の確実な処分について、引き続き具

体的な検討を進めること。 

５. 地震等の自然災害や万が一の不測の事態への対応を含め、廃止措置の段階

に応じた安全対策を確実に講じること。 

６. 系統除染や設備の解体等、廃止措置の作業を進めるに当たっては、周辺環

境への影響防止の観点から、放射性物質の漏えい防止対策に万全を期すこ

と。 

７. 廃止措置に当たっての安全対策については、設備面での対応だけでなく、

組織・人員体制、教育及び訓練といった人的な対応に関しても、引き続き

適切な取組を行うこと。 

８. 原子力防災対策については、万が一の原子力災害に備えて、一般住民及び

要支援者が迅速かつ安全に避難できるような対策を、関係自治体とよく連

携して行うこと。 

９. 地元企業への工事発注など、地域振興に特段の配慮をするとともに、その

具体的な内容を明らかにすること。  



（別添２） 

 

 

 

 

周辺自治体からの意見 

（別添２）については、平成 29年７月 14 日付け原第 216 号と同様の

ため、省略いたします。 

  





〔参 考〕 

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定（抄） 

 島根県（以下「甲」という。）、松江市（以下「乙」という。）及び中国電

力株式会社（以下「丙」という。）は、丙が松江市に設置する島根原子力発

電所（以下「発電所」という。）の周辺地域住民の安全確保及び環境の保全

を図ることを目的として次のとおり協定を締結する。 
 甲、乙及び丙は、周辺地域住民の安全確保がすべてに優先するものである

ことを確認し、この協定を誠実に履行するものとする。 

    （中略） 

（計画等に対する事前了解） 

第６条 （略） 

２   （略） 

３ 丙は、原子炉の廃止に伴う廃止措置計画について法第 43 条の３の 33

第２項の認可を受けようとするとき及び廃止措置計画に重要な変更を行

おうとするときは、事前に甲及び乙の了解を得るものとする。 

    （以下、略） 


